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化学物質の規制動向
2008年10月28日、欧州化学物質庁(ECHA)より、REACHの高懸念物質として、１５物質が候補に挙げられまし

た。EUへの輸出製品等で、これらの物質が0.1％以上含まれる場合には、輸出業者には公表義務等が課せられます。

REACHの高懸念物質

～15物質が候補に挙がる～

化学物質国際対応ネットワーク(化学物質関連産業と

関係省庁が幹事となって2007年7月発足)のホームペー

ジ（http://www.chemical-net.info/svhc_h20.html）に、

「平成20年6月30日に、EU加盟国から提出された欧州の

REACH規則附属書XVに基づく高懸念物質(SVHC; 

Substance of Very High Concern)であると考えられる物

質(16物質)が初めて公開され、意見募集に付された」との

情報が毒性情報などとともに掲載されました。

その後、10月28日にECHAのホームページに、シクロデカ

ンを除いた以下の15物質が高懸念候補物質として掲載され

ました。ヒ素化合物4物質、フタル酸エステル3種が目立ち、

金属では有機スズ化合物とともにコバルトが掲載されました。

◇ECHAより発表の高懸念候補物質

REACHについて、2008年に発表されているスケジュー

ルによると、2008年11月末で1981年までに製造された既

存化学物質の予備登録を終了し、その後、高懸念物質の

候補リストを公表して、その候補物質に対して2011年5月

末までに申告することとなっています。

EUへの製品等輸出事業者にとっては申告等の対象と

なるため、今後、この15物質以外にさらにどのような高懸

念物質が候補リストに挙がるか注目されています。

PRTR法の指定物質改定

～n-ヘキサンが第一種指定化学物質に～

2008年11月18日の政令改正により、PRTR法の指定

化学物質が変更になり、届出義務を負う指定業者に「医

療業」が追加されました。

◇特定第一種指定化学物質

メトキサレンが除外され、1,3-ブタジェン、鉛化合物、ホ

ルムアルデヒド、2-ブロモプロパンの4物質が追加され、合

計15物質となりました。

◇第一種指定化学物質

現行の354物質から、462物質に増えました。有害性の

低いn-ヘキサンが第一種に指定されたのに対し、フタル酸

エステル等可塑剤の数種が降格した点が話題となってい

ます。これらの新規登録や降格は、PRTR法では有害性情

報だけでなく、使用流通量も選定要素になるためです。

◇MSDS制度の対象となる第二種指定化学物質

現行の81物質から、100物質に改定されました。
①アントラセン

②4,4’-ジアミノジフェニルメタン

③フタル酸ジ-n-ブチル

④フタル酸ビス2-エチルヘキシル

⑤フタル酸nブチル=ベンジル

⑥五酸化二ヒ素

⑦三酸化二ヒ素

⑧ヒ酸水素鉛

⑨ヒ酸トリエチル

⑩塩化コバルト

⑪二クロム酸二ナトリウム・二水和物

⑫5-tert-ブチル-3,5-ジメチル-

2,4,6-トリニトロベンゼン

⑬ヘキサブロモシクロドデカン

⑭短鎖塩素化パラフィン類(C10-C13)

⑮ビス(トリブチルスズ)=オキサイド

REACH(Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of 

Chemicals：化学物質の登録、評価、認可及び制限に関する規制)

欧州連合(EU)で導入予定の新しい化学物質規制。導入後は、欧

州向けに輸出される化学物質及び製品に含まれる化学物質の登

録が必要になる。化学物質の安全性評価は事業者の責任となる。

PRTR法(特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改

善の促進に関する法律：1999年制定)

有害性のある化学物質が、どこからどれくらい環境中に排出され

たか、あるいは廃棄物に含まれて移動されたかというデータを、国、

事業者団体等の機関が把握・集計・公表する仕組み(PRTR；

Pollutant Release and Transfer Register：環境汚染物質排出移動

登録)及び対象化学物質等の安全性のデータを提供する仕組み

(MSDS制度)により、化学物質による環境の保全上の支障を未然に

防止することを目的としている。

施行日　MSDS制度：2009年10月1日、PRTR制度：2010年4月1日
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代表取締役会長　田畑 日出男

代表取締役社長　入江 洋樹

- 河川計画

- 海岸保全計画
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